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第 1 章 計画策定の趣旨等

第１章 計画策定の趣旨等

第 1 節 計画策定の趣旨

本県では、「循環を基調とした廃棄物再生・処理システムの構築」と「廃棄物の削減

による環境への負荷の低減」を基本理念におき、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭

和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）及び国が定める廃棄物の減

量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な

方針（平成 1３年５月環境省告示第 34 号。以下「国の基本方針」という。）に基づい

て、平成 19 年３月に第２次岡山県廃棄物処理計画（平成 18～22 年度）を策定し、県

内における廃棄物の減量化、リサイクル及び適正処理に関する施策を展開してきました。

その後の我が国の状況をみると、数次にわたる廃棄物処理法や各種リサイクル法の改

正等の対策は、相当程度の効果はあったものの、廃棄物排出量のさらなる削減や、不適

正処理等への対応が強く求められており、また、近年は、世界的な資源制約の顕在化や、

地球環境問題への対応も急務となっています。さらには、東日本大震災を契機に大量生

産、大量消費の見直しをはじめ、環境に対する関心、意識の高まりが見られるところで

す。こうした今日的な様々な状況変化に対応し、諸課題の解決を図るべく、循環型社会

への転換をさらに進めていく必要が生じています。

一方、県においては、平成 15 年４月に産業廃棄物処理税を導入し、その税収を不法

投棄対策の強化等の施策に活用するとともに、平成 16 年３月に国の承認を受けた岡山

エコタウンプランに基づく各種事業を実施してきました。また、平成 20 年３月には新

岡山県環境基本計画（エコビジョン 20２0）を策定し環境行政に取り組んできました。

第３次岡山県廃棄物処理計画は、これまでの取組により循環型社会への転換が一定程

度進んできたことを背景として、社会が資源循環等を基調としてより持続的、安定的に

発展し、より良い環境を県民が総じて享受できる社会づくりを目指すこととし、副題と

して「より良い環境に恵まれた持続可能な循環型社会へ」を掲げ、第２次計画の目標や

各施策等の進捗状況を可能な限り最新の情報・データ等を活用して点検した上で、新た

な５年間（平成２３～２７年度）を計画の期間とし、本県の廃棄物・循環資源に関する

行政の基本的方向を定めるとともに、県民、市町村、事業者、処理業者など関係者すべ

ての指針とするものです。
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第 2 節 計画の位置付け

本計画は、廃棄物処理法第５条の５の規定に基づき、国の基本方針に即して定めるも

ので、策定に当たっては、上位計画である第３次おかやま夢づくりプラン、新岡山県環

境基本計画（エコビジョン 20２0）等にも配慮することとします。本計画の位置付けと

循環型社会形成推進のための法体系は、次のとおりです。

図 1-2-1 廃棄物処理計画の位置付け

環境基本法

循環型社会形成推進基本法

廃棄物処理法第５条の５

国の基本方針

環境基本計画

岡山県環境基本条例

新岡山県環境基本計画

（エコビジョン 2020）

第３次 岡山県廃棄物処理計画

＜ 国 ＞ ＜岡山県＞

岡山県循環型社会形成推進条例

循環型社会形成推進基本計画

第３次おかやま夢づくりプラン

新岡山県

ごみ処理広域化計画

市町村

一般廃棄物処理計画

岡山県

分別収集促進計画

市町村

分別収集計画

多量排出事業者の

産業廃棄物処理計画

岡山県ＰＣＢ

廃棄物処理計画

岡山エコタウンプラン
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図 1-2-２ 循環型社会形成推進のための法体系

H15.1

一部施行

H17.1

完全施行

H13.1 完全施行

循環型社会形成推進基本計画（基本的枠組み法）
社会の物資循環の確保

天然資源の消費の抑制

環境負荷の低減

○基本原則、○国、地方公共団体、事業者、国民の責務、○国の施策

循環型社会形成推進基本計画 ［国の他の計画の基本］

社会の物資循環

H6.8 完全施行
環境基本法

環境基本計画 H18.4 全面改正公表

自然循環
循環

社会の物資循環

廃棄物処理法

＜廃棄物の適正処理＞ H22.5 一部改正

①廃棄物の排出抑制

②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）

③廃棄物処理施設の設置規制

④廃棄物処理業者に対する規制

⑤廃棄物処理基準の設定 等

環境大臣が定める基本方針

H22.12 改正 H20.3 公表

H20～H24 の５か年計画

計画内容：

①地球温暖化対策との連携

②廃棄物系バイオマス利活用の推進

③廃棄物処理施設のストックマネジメント

廃棄物処理施設整備計画

H13.4 完全施行

H12.4

完全施行

H18.6

一部改正

容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル
法

・容器包装の市町村

による分別収集

・容器の製造・容器

包装の利用業者に

よる再商品化

ビン、PET ﾎﾞﾄﾙ、紙製・

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器包装等

H13.4

完全施行

H21.4

一部改正

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法

・廃家電を小売店等が

消費者より引取り

・製造業者等による再

商品化

エアコン、冷蔵庫・冷凍

庫、テレビ、洗濯機・衣

類乾燥機

H13.5

完全施行

H19.6

一部改正

食
品
リ
サ
イ
ク
ル
法

食品の製造・加工・販

売業者が食品廃棄物

等の再生利用等

食品残さ

H14.5

完全施行

建
設
リ
サ
イ
ク
ル
法

工事の受注者が

・建築物の分別解体等

・建設廃材等の再資源

化等

木材、コンクリート、ア

スファルト

自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
法

・関係業者が使用済

自動車の引取り、フ

ロンの回収、解体、

破砕

・製造業者等がｴｱﾊﾞｯｸ、

ｼｭﾚｯﾀﾞｰﾀﾞｽﾄの再資源

化、フロンの破壊

自動車

グリーン購入法［国等が率先して再生品などの調達を推進］

［個別物品の特性に応じた規制］

＜リサイクルの促進＞ H13.4 全面改正施行

資源有効利用促進法

①再生資源のリサイクル

②リサイクル容易な構造・材質等の工夫

③分別回収のための表示

④副産物の有効利用の促進
３R の推進

H15.3 公表

H20.3 改正
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第 3 節 計画の期間

本計画の期間は、平成 23(2011)年度を初年度とし、平成 27(2015)年度を目標年

度とする５年間とします。

なお、廃棄物を取り巻く社会情勢、法改正など本計画策定の前提となっている条件に

大きな変化が生じた場合は、計画期間内であっても必要に応じて、計画の見直しを行う

ものとします。


